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研究成果の概要（和文）：本研究は、交換留学制度を利用して来日する北欧留学生を対象にこれまでにないグロ
ーバル教育インターンシッププログラムと教育実習を日本国内の公立・私立学校や国際学校と共に開発する試み
(R&D)である。日本の学校におけるこのような試みは、留学生の授業力を高め異文化理解を促す効果があるだけ
ではなく、日本の学校の教職員にとっても異文化対応能力を高めるよい機会となり得るものである。また、児
童・生徒にとっても来校する留学生との交流を通して異文化に触れることができ、国際理解教育の進展が期待で
きる。海外大学との協力関係を築きながら、プログラムの実施に関する具体的な課題を探ることができたのは、
本研究の成果である。

研究成果の概要（英文）：This research is an attempt to develop an unprecedented global education 
internship program and teaching practice for North European students who come to Japan using the 
student exchange program, together with public/private schools in Japan and international schools. 
Such attempts at Japanese schools not only have the effect of improving the teaching skills of 
international students and promoting cross-cultural understanding, but can also be a good 
opportunity for Japanese school teachers to improve their ability to respond to different cultures. 
In addition, students will be able to develop inter-cultural understanding by meeting and 
interacting with international students who visit to the school. The significance of this research 
was to explore specific issues and possibilities related to program implementation while building 
cooperative relationships with overseas universities.

研究分野： 国際・比較教育学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、社会のグローバル化と高等教育機関の国際化によって西欧では一般的になっている教職希望者の交換
留学や海外教育実習が日本の教員養成系の大学や教育系の学部ではまだ制度的に整っていないことに着目し、こ
れまでにない来日留学生のためのグローバル教育インターンプログラムおよび教育実習を、国内の公立・私立学
校や国際学校と共に開発する試みである。そのような試みは、管見の限りこれまでほとんど行われておらず「教
育分野におけるグローバル人材の養成」や「学校現場の異文化対応力の強化」という観点からも意義のある研究
であると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
近年、我が国では、教員をめざす大学生に対して早い段階から授業力や指導力を高め教育現場

への理解を深めるために、大学 3・4 年次で実施される教育実習のみならず、1・2 年次からの学
校現場見学実習や教育体験実習(インターンシップ)などを課す大学が増えており、関連する研究
論文等も多数発表されている。 しかし、社会のグローバル化や高等教育の国際化にも関わらず、
教員をめざす学生が異文化対応能力(Intercultural Competencies)を身に着けることを目的とし
た学部レベルでの海外教育実習や海外インターンシップ、もしくは国内での「国際共修」を実施
している大学は多くはなく、学術的な研究も大学院での実践や研究がほとんどである。 
一方、西欧の大学では人文社会系の学部はもちろん教員養成系大学や教職課程を持つ学部に

おいても、半年から一年に及ぶ長期の交換留学プログラム(Exchange Program)や長期休暇中な
どに行う短期海外留学(Study Abroad)プログラムが大学生の間で積極的に行われており、関連
する研究も蓄積されてきている(Baecher, 2021 など)[1]。特に近年においては、移民の増加や難
民の流入を受けて、異文化を背景にもつ児童・生徒・保護者への教員の対応力を向上させるため
に、教員志望学生に海外の大学で教育実習や教育インターン科目の履修を課す大学が増えてい
ると言われている。例えば、デンマークの多くの教員養成大学では学生に 3 回程度の教育実習
を課しており、その内 1 回は海外で行うことが推奨されている。また、EU 諸国では国家政策と
しても学生・研究者・職員の大学間交流(mobility)を奨励しており、資金的な負担を軽減するた
めに Erasmus＋助成金を利用して海外に行く学生も多くいる。しかし、日本においては、公立
小中学校において外国人児童・生徒や外国にルーツのある児童・生徒が増加し教員に異文化対応
能力が求められている現状にも拘わらず、教員をめざす日本人学生が大学学部レベルで海外教
育実習や教育インターンを行う機会はほとんどないといっても過言ではない。  
また、欧州の多くの教員養成系大学では、学生の mobility を可能にする前提として、国外の

協定大学で教育実習をさせてもらう代わりに、自国に来た学部レベルの留学生にも教育実習や
教育インターン科目を開設し、大学近隣の学校施設で見学、体験、実習の機会を与えているが、
日本においては、海外から留学してきた留学生が履修することができる教育実習科目や教育イ
ンターンシップ制度を整えている大学は、一部の大学院を除いてはほとんどないようである。海
外の大学生を教育実習生やインターン生として受け入れることが、多忙を極める日本の小・中学
校にとって大変負担の大きいことであろうことは想像に難くない。特に日本語を話せない留学
生の場合、英語でのコミュニケーションとなり一部の教員に負担がかかってしまう現状がみら
れる。しかし、教員志望の大学生が交換留学で海外の大学に行った際に教育実習や教育インター
ンシップ関連の科目を履修させてもらうためには、交換条件として日本の大学でも海外と同じ
ような科目を開設し制度を整えておく必要があるだろう。  
また、教員を志望する海外の学生を日本の地元の小中学校で受け入れることは、外国人実習生

自身の教授技術の向上というメリットはもちろん、日本の児童・生徒にとって貴重な異文化体験
や国際交流の機会となると同時に、受け入れ側の学校に勤務する日本人教員の異文化対応力や
コミュニケーション力を向上させる良い機会となり得る可能性も秘めている。日本語を話さな
い留学生の場合も、見方を変えれば、児童・生徒が英語を話すよい機会になりえるとも言えるの
ではないだろうか。    
このような問題意識の下、来日する学部レベルの留学生のためのインターンシップや教育実

習を日本国内で普及し、日本の教育現場を更に国際化する契機とするにはどうすればよいか、実
際にそのようなプログラムを開発する必要が感じられた。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では前述のような問題意識に基づき、2018 年から 3 年間をかけ、本学に留学してくる

北欧 3 か国(デンマーク・スウェーデン・フィンランド)8 大学からの交換留学生、特に教員を志
望する交換留学生を対象にグローバル教育インターンシップおよび教育実習の研究開発
(Research and Development)に取り組んだ。本研究の主目的は、実際にプログラムを開発し実
践することにある。研究開発にあたっては、よりよいプログラムとなるよう下記の 4 項目につ
いても調査を行い、データを収集・分析した。また、年度末に PDCA の振り返りを行い、その
結果を次年度のプログラム開発に活かすことを心掛けた。  
(1) 北欧の教員養成系大学において、海外からの交換留学生が履修することのできる教育実習
や教育インターンシップ関連の科目には、どのようなものがあり、大学間の単位互換や実習校と
の調整など、どのように運営されているか実態を把握する。  
(2) 北欧の教員養成系大学や教育学部を持つ大学で、留学生の送り出しを担当する教職員(イン
ターナショナル・コーディネーターなど)は、海外での教育実習や教育インターンシップ、特に
日本での教育実習体験に何を期待しているか明らかにする。  
(3) 北欧から教育実習や教育インターンシップを行うために来日した交換留学生の実習体験に
ついて、課題、問題点、可能性などを明らかにする。  



(4) 北欧の教育実習生やインターン生を受け入れた小中学校教員および管理職の受け入れ体験
について、課題、問題点、可能性などを明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
前述の研究目的に対応する研究方法は、以下(1)-(4)の通りである。  

(1) 北欧の教員養成系大学において開設する「教育実習」「教育インターンシップ」関連科目に
関する資料(コースガイド・シラバス・実習の手引き・その他学生への配布資料など)を収集し、
運営方法を分析した。  
(2) 送り出し側の北欧の大学が本学の交換留学プログラムに何を期待しているか理解を深める
ため、北欧 8 大学の担当教員に質問紙を送付すると同時に、いくつかの大学を 1 週間程度訪問
し、質問紙の分析をもとに不明点やより深く考察したい点などを留学担当教職員に聞き取り調
査を行った。  
(3) 都留文科大学に交換留学で来日し、教育インターンシップに参加する学生全員に質問紙調
査を実施するなど、留学生の満足度やニーズの把握に努めた。また、出身大学ごとの学生グルー
プに対してフォーカスグループインタビューを行い、それぞれの教育インターン経験について、
より深い聞き取り調査を行った。  
(4) 北欧からの教育実習生を受け入れた国内小中学校の担当教員および管理職に対して聞き取
り調査を行い、インターン受け入れ側の視点や体験を明らかにした。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) プログラム開発および実践の成果 
都留文科大学では、北欧 3 か国(デンマーク・スウェーデン・フィンランド)の提携 8 大学(表

1)との交換留学プログラム「Tsuru Study Abroad Program (通称 T-SAP)」を 2018 年度に開始
したが、日本の学生を北欧の大学に送り出す「派遣プログラム」と北欧の学生の「受け入れプロ
グラム」の開発は同時並行で行われた。 

 

表 1 交換留学協定 提携大学一覧 

国名 大学名 

デンマーク 

Metropolitan University College  
University College Absalon 
University College Copenhagen 
University College of Northern Denmark 
University College of South Denmark 
VIA University College 

フィンランド Åbo Akademi University 
スウェーデン Uppsala Universitet 

 
[出所: 筆者作成] 

 
 
本研究の対象である受け入れ側のプログラムについては、北欧大学の関係者や留学担当者へ

のアンケート調査と聞き取り調査の結果に基づき、①科目履修＋日本文化体験オプション、②科
目履修＋教育インターンシップ・オプション、③教育実習オプションの 3 つのオプションを準
備し、来日する学生が選択できるようにした。3 つのオプションの概略は以下のとおりである。 

 

① 科目履修＋日本文化体験オプション 
本オプションを選択した留学生たちは、英語で開講される本学科の専門科目および語学教育

センターで開講する「日本語(Japanese)」の科目の中から、履修単位など自国所属大学の留学制
度や Erasms＋の要件を満たすよう科目を履修し日本の学生とともに授業を受ける。英語で提供
される科目の内、「日本語初級(Japanese I)」と「日本の歴史と文化(Japanese History and 
Culture)」は、必修科目として全員が履修した。また、滞在中、北欧の学生たちは学科が主催す
る日本舞踊体験会体験ワークショップや、日本文化体験のフィールドワークに参加しながら日
本文化についての知識を深めた。(本オプションでは、教育インターンシップや教育実習は行わ
ないため、詳細な説明は本報告書では割愛する。) 

 



② 科目履修＋教育インターンシップ・オプション 
本オプションでは、前述のオプションと同じように英語で開設される本学科の授業科目を履

修しながら、必修科目である「教育インターンシップ(Internship for Teaching and Education)」
を受講する。教育インターンシップでは、都留市内外の日本の小中学校を計 10 日ほど訪問し学
校見学や教育活動体験を行った。また、同時に「Reflection and Assessment」という科目も教
育インターンシップを行う学生の必修科目とし、学校現場での体験や疑問に思ったことについ
て大学教員や他の北欧の学生とともに振り返りを行う機会を与えた。本科目「Reflection and 
Assessment」は日本の学生も履修することができることから、日欧の学生双方にとって学校文
化などの比較を行うことができ、よい国際共修の場となった。 
訪問の前には、留学生インターンを受け入れる教員の不安を取り除くため、本学のインターナ

ショナル・コーディネーターと教育インターンシップ担当の特任教員が連携し、窓口となる教員
と見学・体験活動についての入念な打ち合わせを行った。特に地元の教育委員会や市内外の公立
学校園(幼・小・中・高)には、忙しい中、授業の中で児童・生徒との交流を企画したり、運動会
や学芸会/文化祭を見学させていただくなど大変お世話になった。また、近隣の私立の中学・高
等学校では、日本文化のクラブ活動(座禅・剣道・書道・茶道など)に参加させていただいたり、
英語の授業に参加させていただくなどの協力をいただくことができた。  
プログラム実施後の教員・管理職への聞き取り調査からは、交換留学生が学校の教育活動に参

加することについて、「英語を通じて異文化に接する機会となった」、また「(北欧の学生が熱心
に興味を示してくれたことで)自分たちが行っていることや日本文化の価値をあらためて見直す
ことができ、生徒たちの自信につながった」といった感想が聞かれた。また、「来年は北欧の学
生に自国の文化を紹介してもらう機会を作るなど大学と協力して高校独自のグローバル交流プ
ログラムに発展させたい」といった積極的なご発言をいただいた学校もあった。プログラム修了
後に行った留学生への調査からは「日本の学校を実際に訪問することで日本の教育システムに
ついての理解が深まった」、「公立・私立など異なるタイプの学校を訪問できてよかった」という
声が聞かれた反面、「もうすこし体験活動や教授活動をなど児童・生徒と触れ合う活動を増やし
てほしい」といった声も聴かれた。今後の課題である。 

2018 年度は第 1 回目と言うこともあり、どんな学生が来るのかイメージできずインターンシ
ップの受け入れ自体を断る学校もあったが、北欧の学生をインターンとして受け入れた学校園
からは、「ぜひ来年も受け入れたい」という声が聞かれるなど、初年度のパイロットプログラム
としては大きな成果を収めた。 
教育インターンシップの窓口となった教職員への聞き取りなどをもとに、更によい制度の構

築に向けて検討を加えた結果、次年度の 2019 年度には、前年度より 5 名多い 33 名の留学生が
来日し、日本の学生と共に 4 か月間学修に励みながら教育インターンシップに取り組んだ。教
育インターンシップがきっかけとなって、日本の学生と北欧の学生がボランティアで生徒の放
課後英語学習に係わることになった学生もおり、日本の学生にもよい影響を与えている。 

 

③ 教育実習オプション  
「教育実習(Teaching Practicum)」は、北欧の学生が本国の教員養成課程における教育実習の

要件を満たすことが出来るよう、本学が協定を結ぶ学校にて 6 週間の教育実習を行なうもので
ある。実習事前・事後指導および実習期間中の訪問指導は本学の特任教員が行い、実習修了後本
学の単位が認定される。6 週間という長期にわたる実習をこなさなければ北欧の本国の要件を満
たすことができず、また英語での授業の実施が求められることから、主に国際学校など英語を教
授言語としている学校に受け入れを打診した。幸い、2018 年度は日本の指導要領に基づいて英
語で授業を行う神奈川県のバイリンガル小学校で実習生を 2 名受け入れていただくこととなっ
た。学生は 6 週間の間、授業見学、教員の授業補助、ティームティーチングなどを行った後、実
際に一人で授業を受け持つ教壇実習を行った。通常の日本の学生に対する教育実習と異なり、実
習生は日本の学校システムや学校文化についても学ぶのが特徴である。 
本学国際教育学科がこの小学校と連携して事業を行うのは初めてのことであり、試行錯誤し

ながらの教育実習の実施となった。小学校が大学から地理的に離れていることもあり、現場の管
理職の先生や担任の先生にはご苦労をおかけした面もあるが、実習生が教室に入ることで「北欧
の教え方が参考になった」(実習生の担当教諭)といった声や「日本語が分からない外国人の実習
生が教室内にいることで、児童たちが積極的に英語を使おうとする雰囲気が生まれよかった」
(管理職の先生)といった声もいただくことができた。一方、学校管理職や担任の先生への聞き取
り調査からは、「日本の教育についての基本事項については理解したうえで来てほしい」といっ
た意見が聞かれるなど、次年度に向けて改善すべき点もみられた。日本の教育制度や習慣につい
ては、来日直後のプログラム・オリエンテーションにて説明をしているが、さらに理解が深まる
よう工夫したい。 

2019 年度も 2 名の実習生が北欧より来日したが、協力校の事情により前年度に実施した学校
での実習ができなかったため、東京都内の他の国際学校および大学近くの日本の私立学校で教
育実習を行った。窮余の策からではあったが、結果的に二つの学校を組み合わせて教育実習を行
うことで、国際学校のみでは学ぶことができない日本の学校制度や教育文化を学ぶことができ



たようである。日本の私立学校での実習では、新しい試みとして国際教育学科の学生が北欧の学
生と共に学校を訪れ、日本人の先生方と会話の通訳を行ったり実習授業後の振り返りにも参加
し学校文化の違いについて北欧の学生とディスカッションを行うなど新しい試みも行った。英
語でコミュニケーションができる本学の学生を活用する「学生との協働モデル」(市川, 2020b)の
教育実習を行うことで、中・高校生の授業への動機づけも高まり、北欧の学生とのコミュニケー
ションもより円滑なものとなった。また、日本の学生にとっても、日本の教育について学ぶよい
機会になったようである。自らの学びのために北欧の学生と一緒に協力校に行き協力校教員の
通訳や留学生のサポートを行った日本の学生への聞き取りからは、「日本の学校を北欧の留学生
の目を通してみることができ、あらたな学びにつながった」といった声が聞かれた。 
 
(2) 2020 年度以降の研究成果について (コロナ禍を乗り越えて) 
研究の最終年度となる 2020 年度もさらにプログラムに改善を加え実施を予定していたが、

新型コロナウィルス感染症拡大により交換留学が全学で完全に中止となったため、北欧からの
交換留学生の来学は叶わなかった。2018 年度、2019 年度と順調にプログラムを改善し参加者も
増加してきていただけに大変残念である。  
教育インターンシップの実施は延期となったが、コロナ禍の中においても北欧の 8 つの大学

とはメールや遠隔ビデオソフトを使用してコミュニケーションをとり、コロナ収束後の再開に
向けて信頼関係の維持と遠隔による広報活動に努めた。  
幸い 2021 年度末の日本への入国緩和政策により 3名の交換留学生の来日が 3月末に実現する

こととなり、2022年4月から本学と海外協定大学の交換留学を試行的に再開することができた。
また本科研費助成事業も 2021 年度に再延長、2022 年度に再延長が認められ、その結果、2022 年
後期からは、通常の交換留学プログラムを再開することができ、2023 年度からは日本における
インターンシッププログラムも十分ではないが徐々に再開させている。コロナ禍を含めて海外
大学との協力関係を築きながら、交換留学やインターンシッププログラムの運営・実施に関する
可能性や具体的な課題を探ることができたのは、本研究の成果である。 
 
本研究は、社会のグローバル化と高等教育機関の国際化によって西欧では一般的になってい

る教職希望者の交換留学や海外教育実習が日本の教員養成系の大学や教育系の学部ではまだ制
度的に整っていないことに着目し、これまでにない来日留学生のためのグローバル教育インタ
ーンプログラム/教育実習を国内の学校と共に開発する試みである。また、そのような試みは、
これまであまり行われておらず「教育分野におけるグローバル人材の養成」や「学校現場の異文
化対応力の強化」という観点からも意義のある研究であると考えている。 
残念ながらコロナ禍により 2020 年度以降交換留学自体が中止となったため研究の進展に遅

れが出てしまっているが、今後も教員を志望する留学生を活用するグローバル教育インターン
プログラムや教育実習の開発が、日本の学校の国際化や日本人教員の異文化対応力・コミュニケ
ーション力の強化にも資するものになるよう科研費終了後も継続して調査・研究を進めていき
たいと考えている。 
 
 

【注】 

1. Baecher, L.(Ed.) (2021). Study abroad for pre-and in-service teachers: 

Transformative learning on a global scale. Routledge. 
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